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「徳島市情報化基本計画」の取組実績（令和２年度）について 

 

 

   令和元年度から令和８年度までの８年間を計画期間とする、「徳島市情報化基

本計画」では、具体的な 27 の取組項目について、着実な取組みを推進していく

ために、ＰＤＣＡサイクルを実施し、効果的・効率的な進行管理を実施している

ところである。 

   そして、計画策定から２年目となる令和２年度の取組実績について、目標や計

画のとおり達成できたか等、取組項目ごとに振り返りと自己評価を実施した結果

は、次のとおりであった。 

    

  １ 自己評価結果 

    令和２年度における、27 の取組項目の目標や計画に対する取組実績について、

「Ｓ」～「Ｃ」の４段階で自己評価を行った結果は、次のとおりであった。 

自己評価 
取組 

項目数 
割合 

Ｓ 目標や計画を上回る達成状況であった。 3 11％ 

Ａ 目標や計画どおりの達成状況であった。 15 56％ 

Ｂ 目標や計画を下回る達成状況であった。 9 33％ 

Ｃ 目標や計画を大幅に下回る達成状況であった（又は未実施）。 0 0％ 

合計 27 100％ 

            ※取組項目別の自己評価については、次頁の一覧表を参照。 

 

２ 総括 

全 27 の取組項目中、合わせて 67％に当たる 18 の取組項目が、「目標や計画

を上回る達成状況（Ｓ評価）」又は「目標や計画どおりの達成状況（Ａ評価）」

という結果であり、これらについては、次年度以降も引き続き着実な取組みを

行うとともに、更なる拡充も視野に入れて取り組んでいく。 

一方で、残りの 33％に当たる９つの取組項目については、「目標や計画を下

回る達成状況（Ｂ評価）」といった結果であった。 

令和２年度については、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、様々な行

動や活動が制限された状況下において、年度当初に計画していた取組みを十分

に実施することができなかった取組項目もあった。 

そこで、これらを踏まえて担当部署とも連携を図りながら、課題や問題点を

洗い出し、改善策を講じていく。 
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取組内容

目標

＜取組内容＞
⑴　オープンデータの公開
  データ数の拡充を図る。
⑵　オープンデータに関する
  意識啓発のため、職員研修
　を実施する。
⑶　市民や企業・大学等を対
　象としたオープンデータ利
　活用に関するイベントを開
　催する。

＜目標＞
・本市が保有する情報を広く
公開することで行政の透明性
の確保を図る。
・オープンデータを活用する
ことにより地域課題の解決に
つなげる。
【公開データセット数：160】

＜取組内容＞
⑴　現在運用している統合型
　ＧＩＳ及び個別ＧＩＳにつ
　いて、各システムの統合や
　連携等による効率的な運用
　に向けた調査・研究を行
　う。
⑵　ＧＩＳを活用した、空家
　等対策を推進する。

＜目標＞
　地図の共有化による重複投
資の軽減や業務の効率化を図
る。

＜取組内容＞
　通学路で過去に事件事故が
発生した場所や、人通りの少
ない場所等の電柱等に防犯カ
メラを設置する。

＜目標＞
・犯罪防止につなげる。
・犯罪が発生した場合に、犯
人の特定や事件の早期解決に
つなげる。

＜取組内容＞
　認知症高齢者を発見した人
が、衣服等に貼られたＱＲ
コード印字シールをスマート
フォン等で読み取ることによ
り、家族等に居場所などを知
らせるメールを送信できる、
認知症高齢者見守りネット
ワークシステムを運用する。

＜目標＞
・認知症高齢者の見守りを可
能にする。
・本人、家族、発見者、関係
者等の負担軽減を図る。

Ｂ

Ｂ

Ａ

市民生活課、
青少年育成補導
センター

4

認知症高
齢者見守
りネット
ワークシ
ステムの
運用

　本市発行のガイドブック等への掲
載や協力企業へのポスター掲示等の
依頼を実施した。
　また、行方不明の高齢者が保護さ
れた場合に、所轄警察署から家族等
へ案内のチラシを配布してもらうよ
う依頼した。

2

ＧＩＳ
（地理情
報システ
ム）の効
率的運用

⑴　レイヤーの追加削除につい
　て、事前に情報推進課と情報共
　有するように、システム保守業
　者と検討した。また、レイヤー
　の利用状況について、利用課に
　調査を実施した。
　（情報推進課）
⑵　市民等から寄せられた情報を
　基に現地調査を実施し、現状の
　写真や得られた調査結果を統合
　型ＧＩＳ上で更新し、情報を一
　元管理した。
　（住宅課）

デジタル推進課
(情報推進課)、
住宅課

取組方針１「地域課題解決への取組みに向けたＩＣＴ利活用の促進」

⑴　ＧＩＳの効率的
　な運用について利
　用課の当事者意識
　が低いため、定期
　的な情報共有や協
　議等を行っていく
　必要がある。
　（情報推進課）
⑵　空家対策等に係
　る地図情報をＧＩ
　Ｓ上で利用できる
　課が増加すること
　で、情報共有の範
　囲が広がり、利用
　効果が高まる。
　（住宅課）

　「シールを貼るこ
とに抵抗がある」、
「家族が認知症と知
られたくない」等の
理由で登録を見送っ
ている事例もあると
考えられるため、市
民や関係者に対し
て、「認知症は誰で
もなる可能性がある
こと」、「認知症に
なっても住みやすい
まちづくりが必要」
等の意識啓発が必要
である。

　アンケート調査に
よると、防犯カメラ
の設置費や維持管理
費、老朽化したカメ
ラの更新費等の大き
な財政負担が課題と
なっている。
　そこで、費用対効
果を勘案し、本市に
最適な防犯カメラシ
ステムについて調査
研究を進める必要が
ある。
（市民生活課）

「徳島市情報化基本計画」の取組実績一覧（令和２年度）

No 取組項目 取組実績 担当部署

1
オープン
データの
推進

⑴　オープンデータカタログサイ
  トのバージョンアップ作業を行
　うとともに、全庁向けに各所属
　保有情報のオープンデータカタ
　ログサイトへの登録依頼を行っ
　た。
⑵　国勢調査実施年であったこと
　及び新型コロナウイルス感染症
　の収束が見通せない状況であっ
　たことから、職員向けの研修を
　行うことができなかった。
⑶　国勢調査実施年であったこと
　及び新型コロナウイルス感染症
　の収束が見通せない状況であっ
　たことから、県においてもイベ
　ント等は実施されなかったが、
　引き続き県と情報交換を行っ
　た。
【公開データセット数：83】

デジタル推進課
(情報推進課)

自己
評価

Ｂ

改善・拡充策、
課題等

　公開データ数の拡
充を図るため、グ
ループウェアを活用
して庁内へのＰＲを
充実させていく。
　研修やイベントの
実施については、依
然として新型コロナ
ウイルス感染症の収
束が見通せない状況
であることから困難
である。

健康長寿課
(高齢福祉課)

3

通学路防
犯カメラ
システム
の導入

・防犯カメラ設置事業に係る他都市
へのアンケートの分析を行うととも
に、他都市の防犯カメラ運用基準等
について調査研究を行った。
（市民生活課）
・学校からの不審者情報を取り入
れ、登下校時のパトロールを行い、
危険箇所の確認に努めた。
（青少年育成補導センター）
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取組内容

目標
No 取組項目 取組実績 担当部署

自己
評価

改善・拡充策、
課題等

＜取組内容＞
　鳥獣被害対策のために、罠
仕掛け作動センサー（及び通
信機能付きセンサーカメラ）
を利用した鳥獣捕獲システム
を導入する。

＜目標＞
・鳥獣被害を減少させる。
・地元農家や猟友会の見回り
に係る人的負担を軽減させ
る。
・市民の安全安心を向上させ
る。
【アニマルセンサー（罠仕掛
け作動センサー）の導入数：7
基】

＜取組内容＞
　長期的な避難所開設時の防
災拠点（学校やコミュニティ
センター等）においてＷｉ－
Ｆｉが利用できる環境にす
る。

＜目標＞
　災害時の情報収集・伝達手
段を確保するため、中心とな
る拠点施設においてＷｉ－Ｆ
ｉ環境の整備を図るとともに
災害時協定などの活用を進め
る。

＜取組内容＞
　スマートフォンを活用し、
消防隊が警防本部等へ災害現
場の状況をリアルタイムで送
信し、共有した情報を基に迅
速に対応するための現場中継
システムを導入する。

＜目標＞
　迅速かつ的確な活動方針の
決定及び避難指示等の早期判
断の指針とするための情報を
映像でリアルタイムに共有
し、円滑な災害対応及び市民
の安全確保を行う。

＜取組内容＞
　市内の小・中学校に授業で
使用するためのタブレット端
末を整備する。

＜目標＞
　ＧＩＧＡスクール構想に求
めるところにより、児童・生
徒が快適に学べる環境づくり
を推進する。
【タブレット端末：7,625台】
【無線ＬＡＮアクセスポイン
ト：1,202台】

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

防災拠点
での情報
収集・伝
達手段の
確保（Ｗ
ｉ－Ｆｉ
環境の整
備）

　「通信事業者との応援協定締結に
基づく環境整備」の観点から取組み
を推進した。しかし、通信事業者か
らは、災害時支援の実施は確認でき
たものの、本市との協定に基づかな
い支援であることもあり、具体的な
支援内容（Ｗｉ－Ｆｉ関連機器の支
援台数等）の確約は得られていな
い。
（危機管理課）

7
現場中継
システム
の導入

小・中学
校のタブ
レット端
末の整備

　市内の小学校に、ＧＩＧＡタブ
レット端末を11,716台新規配備し、
無線ＬＡＮアクセスポイントを431
台追加配備した。
　さらに市内の中学校に、ＧＩＧＡ
タブレット端末を5,467台新規配備
し、無線ＬＡＮアクセスポイントを
166台新規配備した。
　これにより、市内の全小中学生に
対し、１人１台のタブレット端末を
整備し、令和2年度中に運用を開始
することが可能になった。
【ＧＩＧＡタブレット端末：17,183
台】
【無線ＬＡＮアクセスポイント：
1,202台】

教育研究所

農林水産課

6

　アニマルセンサー
導入について、稼働
中の捕獲檻の全基設
置に向けて計画的な
導入を行う。
　また、アニマルセ
ンサーは活用しつ
つ、遠隔通信機器を
利用した新たな捕獲
支援システムの検討
を行うとともに、通
信性能や必要な機
能、ランニングコス
トなどについて、近
隣市町村で既に導入
した機器等を参考に
情報収集し、本市で
の使用に即した機器
の選定を行う。

　近年の実際の災害
時において活用され
た実績のある「00000
ＪＡＰＡＮ（ファイ
ブゼロジャパン）」
の活用に関する調査
研究を推進していく
とともに、今後の事
業の中で、安全な活
用に関する周知・啓
発等についても合わ
せて実施していく。
（危機管理課）

危機管理課、
市民協働課、
教育委員会

5

　特定財源（緊急防災減災事業）の
活用やドローンの活用を検討するな
ど、大幅な事業の見直しを行い、整
備計画を作成することで、今後の方
向性を示すことができた。

　今後はＰＤＣＡサ
イクルを実施し、よ
り効果的な運用方法
を検討していく。
　また、予算化後は
システム導入に向け
たマニュアル等を作
成する必要がある。

センサー
カメラを
利用した
鳥獣被害
対策の推
進

　導入済のアニマルセンサー（罠仕
掛け作動センサー）の現場稼働によ
る実証を行った。
　また、実際の捕獲環境下での使用
実証を入念に行った。
【アニマルセンサー（罠仕掛け作動
センサー）の導入数：14基】

消防局警防課

8
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取組内容

目標
No 取組項目 取組実績 担当部署

自己
評価

改善・拡充策、
課題等

＜取組内容＞
⑴　ホームページでの情報提
　供を充実させる。
⑵　ＳＮＳを活用して市政情
　報や災害・緊急情報の発信
　を行う。

＜目標＞
・市政に対する市民の関心を
高める。
・市政情報をより多くの人に
分かりやすく伝える。
・災害・緊急情報を迅速に発
信する。
・時間・場所を問わず、手軽
に市政情報が得られるように
する。
【ＳＮＳの登録者数：3,800
人】

＜取組内容＞
　国際交流員（ＣＩＲ）が、
徳島市公式ＳＮＳを活用し
て、本市の生活情報やイベン
トに関する情報を外国語で国
内外に向けて発信する。

＜目標＞
・在住外国人等に対して、生
活情報やイベントに関する情
報を効果的に伝える。
・本市の魅力を広く国内外に
向けて発信する。
【徳島市公式フェイスブック
「Tokushima City English
Page」及び徳島市国際交流員
公式インスタグラム
「Tokushima City CIR」への
投稿件数：2件／週】

＜取組内容＞
⑴　電子申請システムを利用
　した電子申請業務を拡充す
　る。
⑵　マイナンバーカードを利
　用した電子申請（児童手当
　に関する各種手続及び児童
　扶養手当の現況届のお知ら
　せ等）を実施する。

＜目標＞
　各種講座や公共施設の予約
など、いつでも、どこからで
も行政手続を可能にする。
【児童手当現況届の電子申請
受付件数：140件】

広報広聴課Ｓ

デジタル推進課
(情報推進課)、
子育て支援課

11
電子申請
の充実

⑴　全庁的に行政手続等の現状調
　査を実施し、全ての申請や届け
　出等の洗い出しと把握を行うと
　ともに、関係部署に対して、オ
　ンライン化への手引き等を実施
　した。
　（情報推進課）
⑵　計画どおりに児童手当及び児
　童扶養手当の現況届お知らせ送
　信を実施した。また、児童手当
　の各種手続の電子申請による受
　付について、ホームページでの
　広報を実施した。
　（子育て支援課）
【児童手当現況届の電子申請受付件
数：1件】

⑴　洗い出した行政
　手続を基に、オン
　ライン化が可能な
　行政手続の掘り起
　こしを行うととも
　に、定期的な情報
　提供等により更な
　るオンライン化の
　推進に取り組む。
　（情報推進課）
⑵　ホームページや
　広報とくしま等の
　広報媒体を利用
　し、電子申請サー
　ビスの利用促進を
　図る。
　（子育て支援課）

Ａ

10

ＳＮＳを
活用した
外国語で
の情報発
信

　徳島市公式フェイスブックに英語
で、次の情報を定期的に発信した。
①徳島市での行政サービスに関す
　る情報
②徳島市のニュースやイベント等
　の情報
③徳島市国際交流員の活動に関す
　る情報
④災害や避難に関する情報
⑤その他、管理責任者が必要と認
　める情報
　また、徳島市国際交流員公式イン
スタグラムに英語で、国際交流員が
紹介する徳島市の魅力や日本文化に
関する情報を定期的に発信した。
【徳島市公式フェイスブック
「Tokushima City English Page」
及び徳島市国際交流員公式インスタ
グラム「Tokushima City CIR」への
投稿件数：2件／週】

総務課

9

ホーム
ページ及
びＳＮＳ
を活用し
た広報の
充実

⑴　広報広聴課で発見したホーム
　ページの不備について、随時、
　担当課に修正を依頼するととも
　に、所属長宛てに新型コロナウ
　イルス関連情報ページの更新や
　ウェブアクセシビリティの確保
　等についても依頼した。
　　さらに、組織改正への対応依
　頼及び調整を行った。
⑵　ツイッター、フェイスブッ
　ク、ラインに市政情報を定期的
　に投稿した。
　　また、新型コロナウイルス感
　染症に関する情報の発信や市長
　記者会見の動画等をＳＮＳや
　ホームページへ直接埋め込む等
　の取組みを行った。
　　さらに、インスタグラム公式
　アカウントの開設を前倒しで実
　施した。
【ＳＮＳの登録者数：7,069人】

Ａ

　ラインのＡＰＩ連
携による拡張機能
（セグメント配信、
チャットボット、通
報制度など）につい
て、組織横断的な検
討体制が必要にな
る。

　日本人の視点から
外国人に伝えたい情
報も投稿していくよ
う積極的に働きかけ
ていく。
　また、各課からの
「Tokushima City
English Page」への
投稿依頼が増えるよ
うに、周知する必要
がある。

取組方針２「行政サービスの更なる拡充による市民の利便性向上」
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取組内容

目標
No 取組項目 取組実績 担当部署

自己
評価

改善・拡充策、
課題等

＜取組内容＞
⑴　マイナンバーカードを利
  用した証明書のコンビニ交
　付を行う。
⑵　マイナンバーカードを市
　立図書館利用者カードとし
　て活用する。

＜目標＞
　利用者の利便性を向上させ
る。
【コンビニでの証明書交付件
数：5,900件】
【マイナンバーカード交付数
に対する図書館利用者カード
への登録割合：30％】

＜取組内容＞
　資源・ごみ分別アプリ「さ
んあ～る」を活用して、ごみ
に関する様々な情報を発信す
るとともに、アプリ機能の拡
充を図る。

＜目標＞
　適正なごみ出しやごみの分
別を促進する。
【アプリダウンロード数：
10,000件】

＜取組内容＞
　国内外に向けて本市の観光
資源の魅力を発信紹介できる
多言語翻訳機能を有した観光
ポータルサイトを整備する。

＜目標＞
　本市を訪れる外国人観光客
を増加させるとともに、本市
の経済の活性化につなげる。
【徳島市公式観光サイト
「Fun!Fun!とくしま」のアク
セス件数：246,000件】

＜取組内容＞
　バスの運行情報をスマート
フォン等からリアルタイムで
取得できるバスロケーション
システム「とくしまバスＮａ
ｖｉ  いまドコなん」の普及
に努める。

＜目標＞
　路線バスの利用促進を図
る。
【バスロケーションシステム
「とくしまバスＮａｖｉ　い
まドコなん」アクセス件数
（年間）：3,050,000件】

交通局、
地域交通課

15

バスロ
ケーショ
ンシステ
ムの普及

　バスロケーションシステム「とく
しまバスＮａｖｉ　いまドコなん」
とユーザ間の親和性が高いスマホ定
期券（バスもり！）を四国初となる
令和2年4月に導入した。
　また、バスロケーションシステム
について、スマホ定期券の導入に係
るプロモーションと連携し、チラシ
配布等による利用促進ＰＲを積極的
に行うとともに、路線バスＰＲパン
フレットや高齢者のための便利帳に
二次元コードを掲載し、周知・ＰＲ
を図った。
　さらには、令和3年中の路線バス
情報のオープンデータ化による
GoogleMap上での時刻表掲載などの
取組みを進めた。
【バスロケーションシステム「とく
しまバスＮａｖｉ　いまドコなん」
アクセス件数（年間）：2,501,211
件】

　引き続き、スマホ
定期券(バスもり！)
導入に係るプロモー
ションと連携し、徳
島市・交通局のホー
ムページや市バスの
りばでのチラシ配布
等による利用促進Ｐ
Ｒを積極的に行いつ
つ、各種イベントや
広報・情報媒体を通
じ、バスロケーショ
ンシステム「とくし
まバスＮａｖｉ　い
まドコなん」の更な
る認知度向上と普及
拡大を図っていく。

Ｂ

環境政策課
(市民環境政策
課)

14

観光ポー
タルサイ
ト活用に
よるイン
バウンド
対策

　徳島市公式観光ポータルサイト
「Fun!Fun!とくしま」を通じ、観光
情報を発信するとともに、掲載コン
テンツの充実を図った。また、その
中の25項目の観光資源について、観
光庁多言語解説整備支援事業を活用
し、英語ネイティブの専門人材を地
域に派遣して、ネイティブ目線によ
る解説文作成等を行った。
【徳島市公式観光サイト「Fun!Fun!
とくしま」のアクセス件数：
187,732件】

にぎわい交流課
(観光課)

13

スマート
フォン等
を活用し
たごみの
適正排
出・分別
の啓発促
進

　お知らせ情報の機能を活用するな
ど、常に最新の情報を発信したこと
で、情報を迅速に周知した。
　また、通知文や分別指導チラシに
アプリの情報やダウンロード方法を
掲載するとともに、転入世帯等に配
布する「ごみ分別ガイド」や各家庭
に配布する「家庭ごみ収集日程表」
にもアプリ情報等を掲載したこと
で、アプリダウンロード数の伸びに
寄与した。
【アプリダウンロード数：12,800
件】

　徳島市公式観光
ポータルサイトへの
アクセス数は、今後
の新型コロナウイル
ス感染症の感染状況
にも影響されるが、
同サイトに新たな観
光情報を追加するな
ど、引き続き、本市
の魅力発信を行って
いく必要がある。

Ｓ

Ｂ

12

マイナン
バーカー
ドの普及
促進

⑴　マイナンバーの交付時に、コ
　ンビニ交付サービス案内のパン
　フレットで周知を図った。
　　また、徳島市包括連携協定を
　結んでいる企業にコンビニ交付
　の案内を依頼した。
　（住民課）
⑵　マイナンバーカードの図書館
　利用者カードとしての利用率を
　上げるため、利用案内チラシを
　設置・配布するなどの周知広報
　等、利用促進活動を実施した。
　（社会教育課）
【コンビニでの証明書交付件数：
12,900件】
【マイナンバーカード交付数に対す
る図書館利用者カードへの登録割
合：0.06％】

住民課、
社会教育課

⑴　郵送での戸籍の
　請求者に対して
　も、証明書と一緒
　にコンビニ交付
  サービス案内のパ
　ンフレットを同封
　して郵送し、さら
　なる周知を図る。
　（住民課）
⑵　マイナンバー
　カードの普及の進
　捗に合わせて、図
　書館利用者カード
　としての利用につ
　いて、利便性の広
　報活動を充実さ
　せ、利用率の向上
　を図る。
　（社会教育課）

Ａ

5



取組内容

目標
No 取組項目 取組実績 担当部署

自己
評価

改善・拡充策、
課題等

＜取組内容＞
・文書の作成・収受から保
存・廃棄までの文書ライフサ
イクルを一元管理できる文書
管理システムを導入する。
・電子決裁システムについて
検討する。

＜目標＞
・文書事務の迅速化・共有
化・適正化を推進する。
・情報公開制度に係る事務を
効率化し、市民サービスの向
上を図る。

＜取組内容＞
⑴　基幹系業務システムの安
　定稼働に努める。
⑵　国の方針等を踏まえ、
　オープン系システム（クラ
　ウド導入）への移行を検討
　する。

＜目標＞
・市民サービスの向上に努め
るとともに、事務処理の効率
化を図る。
・法改正・制度改正に迅速に
対応できるシステムの構築を
検討する。
・システム維持運用経費の削
減につなげる。

＜取組内容＞
⑴　ＡＩを活用できる業務に
　ついて調査・研究する。
⑵　ＡＩを活用して、保育所
　等の入所調整ができるシス
　テムを導入する。

＜目標＞
　市民の利便性向上や職員の
負担軽減を図る。

デジタル推進課
(情報推進課)

18

ＡＩを活
用できる
業務の調
査・研究

⑴　国からの支援事業について、
　全庁に向けて情報提供するとと
　もに、他自治体の先進事例等の
　情報収集に取り組んだ。
　　また、ＡＩ議事録ソフトの無
　償の実証テストを実施し、実施
　後のアンケート調査や集計結果
　など、ＡＩ導入に向けたノウハ
　ウを関係部署で共有した。
　（情報推進課）
⑵　保育所等の入所調整で、利用
　調整基準の点数化について、他
　都市の事例を参考に要件ごとの
　点数化を検討した。
　　また、電算システムへの導入
　方法について、現行での問題点
　等の洗い出しを行った。
　　さらには、ＡＩシステム導入
　事業費として、令和3年度当初
　予算の要求を行った。
　（子ども施設課）

デジタル推進課
(情報推進課)、
子ども保育課
(子ども施設課)

17

基幹系業
務システ
ムの安定
稼働

⑴　メインフレーム関連のベン
　ダー及びシステム維持運用委託
　業者との報告会の開催やメイン
　フレーム関連機器等の定期的な
　保守点検の実施などにより、基
　幹系業務システムの安定稼働に
　努めた。
⑵　本市における基幹系情報シス
　テムの標準化・共通化対応につ
　いて、国が令和2年12月に策定
　した「自治体ＤＸ推進計画」を
　踏まえて、徳島市情報化推進委
　員会で協議を行い、今後の方向
　性及び取組内容を全庁的に示し
　た。

　国から自治体情報
システムの標準化・
共通化に伴う手順書
が令和3年夏頃に示さ
れる見込みのため、
これを踏まえて、本
市基幹系情報システ
ムの詳細な移行計画
を策定する。
　また、必要に応じ
てワーキンググルー
プを設置し、条例・
規則等の見直しや標
準準拠システムに合
わせた業務プロセス
の見直しを進める。

　ＡＩの機能は、議
事録作成のほか、
チャットボット、道
路等画像診断、保育
所入所選考、ＡＩ－
ＯＣＲによる帳票
データ化など、多岐
に渡る事から、議事
録作成ソフト以外の
機能についても、担
当部署の要望等に応
じて、実証テスト等
に取り組む必要があ
る。
（情報推進課）
　利用調整基準の点
数化及び電算システ
ムへの導入方法につ
いて、引き続き検討
を行っていく。
（子ども施設課）

Ａ

Ａ

16
文書管理
システム
の導入

　文書管理の現状を把握するため、
昨年度に引き続き、保存文書の状況
を調査するとともに、文書管理シス
テムのソフトウェアの研究や他都市
の状況調査等を進めた。

総務課

取組方針３「行政運営の効率化・最適化の推進」

　課で独自の書庫を
持っている場合があ
り、全ての保存文書
の状況を調査しきれ
ていないことから、
引き続き調査を続け
ていく必要がある。
　また、導入するシ
ステムについても、
庶務事務システム
等、他のシステムと
の親和性等について
も調査を拡充する必
要がある。

Ａ

6



取組内容

目標
No 取組項目 取組実績 担当部署

自己
評価

改善・拡充策、
課題等

＜取組内容＞
ＲＰＡを活用した定型的で多
量な庁内業務の自動化につい
て調査・研究する。

＜目標＞
・事務処理時間や職員の業務
負担を軽減する。
・事務処理時の作業ミスを軽
減する。

＜取組内容＞
　パソコンやスマートフォン
等を利用し、オンラインで
ウェブ会議を実施する。

＜目標＞
　庁内外を問わず、自席で会
議に参加することで、移動に
要していた時間の有効活用を
図る。

＜取組内容＞
　現行の人事給与システムの
賃貸借契約が令和2年9月30日
で終了するため、新たな人事
給与システムを導入する。

＜目標＞
　職員管理、給与計算等を安
定かつ継続して行う。

＜取組内容＞
　休暇や時間外勤務等を管理
する庶務事務システムを導入
する。

＜目標＞
・休暇・時間外勤務等の申請
から決裁までを電子化するこ
とにより、事務量の軽減を図
る。
・庶務事務システムに登録し
た勤務実績等を人事給与シス
テムと連携することにより、
事務処理を効率化する。

人事課

22
庶務事務
システム
の導入

　システム開発及び本稼働に向けた
テスト作業を実施したが、運用テス
トを通じて洗い出した課題等を十分
に検証するため、令和2年度中の本
稼働には至らなかった。

人事課

21
新人事給
与システ
ムの導入

　当初の詳細スケジュールとは差が
生じたものの、令和3年1月から人事
給与システムを本稼働することがで
きた。

　旧システムと新シ
ステムで人事管理、
給与計算等の操作方
法が異なるため、担
当者の習熟度を向上
させ、円滑な運用を
図っていく必要があ
る。

　早期の本稼働に向
け、運用面の十分な
検証を行うととも
に、必要な見直しを
図る。
　また、新システム
の操作を原則全ての
職員が行うことか
ら、習熟度を向上さ
せ、円滑な運用を
図っていく必要があ
る。

Ａ

Ｂ

デジタル推進課
(情報推進課)、
会計課

20
ウェブ会
議の実施

　国や県等とのオンライン会議に、
積極的にウェブ会議システムを利用
して参加した。
　また、庁内での利用については、
マニュアル等の整備や機器の設定・
テスト方法等の確立をはじめ、グ
ループウェアでの利用予約を活用し
た効率的な運用ができたことや、コ
ロナ禍といった要因により、各部署
における利用が飛躍的に伸びた。
　さらには、様々なウェブ会議シス
テムについてもテストを行い、限定
的ではあるが利用できるようになっ
た。

デジタル推進課
(情報推進課)

19

ＲＰＡを
活用でき
る業務の
調査・研
究

　国からの支援事業について、全
庁に向けて情報提供するとともに、
他自治体の先進事例等の情報収集に
取り組んだ。
　また、会計課での実証結果報告を
基に、職員説明会の開催や四国3市
の導入費用に係る照会等のほか、Ｒ
ＰＡソフトの60日間無料使用を試行
するなど、ＲＰＡ導入に向けた調
査・研究を実施した。
（情報推進課）
・ＲＰＡ導入に係る検討状況につい
て、各部署に報告を行った。
・情報化計画書提出のための共通仕
様書を作成した。
・ＲＰＡの活用に向けて、開発・運
用のルールを作成した。
（会計課）

　ＲＰＡの知識や技
術に関する職員の知
見を更に向上するた
めには、充実した研
修や、より実践的な
アプローチが必要に
なる。
（情報推進課）
　会計事務において
は、業務プロセスの
把握及びＢＰＲ手法
による業務改革が必
要不可欠になる。
　また、会計課にお
ける導入手法とし
て、職員がＩＴガバ
ナンス遵守のもと、
自ら開発・運用が可
能な体制を目指す。
（会計課）

　現在は仮想デスク
トップ上での利用に
限られており、同時
に会議を利用できる
数が限定されている
が、令和3年度構築予
定の新たなネット
ワーク環境において
は、限定されずに利
用できる見込みであ
る。

Ａ

Ｓ

7



取組内容

目標
No 取組項目 取組実績 担当部署

自己
評価

改善・拡充策、
課題等

＜取組内容＞
⑴　クラウドサーバを利用し
　た火災や救急・救助事案を
　管理できるシステムを導入
　する。
⑵　防火対象物や危険物施設
　等に関するデータについ
  て、紙ベースからデジタル
  化することで統計事務を容
　易にできるシステムを導入
　する。

＜目標＞
・各消防署や分署からもデー
タの検索、更新を可能にす
る。
・入力ミスを減らすととも
に、１回の入力で報告書と統
計情報を同時に更新すること
で業務効率化を図る。

＜取組内容＞
　児童生徒の基本情報や成績
情報、健康診断の結果等の情
報を一元的に集約できる県内
一律の学校業務支援システム
を市内の小・中学校に導入す
る。

＜目標＞
・学校内で共有すべき情報の
一元管理を可能にする。
・教員の業務負担の軽減を図
る。
【システム導入進捗率：
100％】

＜取組内容＞
⑴　情報セキュリティ監査を
　導入する。また、専門知識
　を有した第三者機関による
　監査を検討する。
⑵　情報セキュリティ研修や
　訓練を実施する。
⑶　情報セキュリティインシ
　デント発生時の職員体制を
　構築する。

＜目標＞
⑴　情報セキュリティ上の問
　題点を把握し、改善につな
　げる。また、外部監査によ
　り、監査の客観性や公平性
　を確保する。
⑵　職員の情報セキュリティ
　意識の向上を図る。
⑶　インシデント発生時の被
　害の局限化と迅速な復旧を
　図る。
⑷　外部への情報漏洩事故を
　ゼロにする。
【監査対象事業数：11】
【情報セキュリティ訓練の実
施回数：2回】

取組方針４「情報化推進体制の整備」

消防局警防課、
消防局予防課

23
消防統計
システム
の導入

Ａ

Ａ
総務課、
デジタル推進課
(情報推進課)

25

情報セ
キュリ
ティの強
化

⑴　9課に内部監査を実施し、各
　課の情報資産とその対策状況を
　確認した。そして、内部監査に
　おいて改善を要するとされた事
　項について改善措置がされた。
  　また、個人情報保護委員会の
　オフサイト検査を受けた。
　（総務課）
　　内部監査項目について、国の
　ガイドラインを参考にするとと
　もに、他自治体の取組状況等の
　情報収集を行った。
　（情報推進課）
⑵　e-ラーニングや講義形式で職
　員の情報セキュリティ研修を実
　施した。また、情報セキュリ
  ティメール訓練も実施した。
　（情報推進課）
⑶　徳島市情報セキュリティポリ
　シーの改定を検討するに当たっ
　て、総務省ガイドラインの研
　究、情報セキュリティ実施手順
　書の整備及び他自治体における
　改定状況の調査を実施した。
　（情報推進課）
【監査対象事業数：11】
【情報セキュリティ訓練の実施回
数：2回】

　次年度以降も内部
監査計画に基づき、
内部監査を実施して
いく。
（総務課）
　徳島市情報セキュ
リティポリシーの改
定について、国のガ
イドラインが発表さ
れたため、本市の取
組状況と照らし合わ
せ、より実践的なも
のになるように改定
内容を検討する。
（情報推進課）

24

学校業務
支援シス
テムの導
入

　統合型校務支援システムの構築を
完了させ、システム試験運用を開始
した。
　また、令和3年度からの本格稼働
に向けて、教職員の研修会を実施
し、マニュアルを配布した。
※システムの構築等は、徳島県教育
委員会が一括して実施し、県内市町
村は経費を負担した。
【システム導入進捗率：100％】

教育委員会

　令和3年度の本格稼
働に向け、今後も徳
島県及び市町村教育
委員会が、情報を共
有し進行管理を行
う。

⑴　当初の計画どおり、救急統計
  システムを運用した。また、入
  力要領の変更に対し、システム
  のバージョンアップで対応し、
  各署に周知するとともに、担当
  者間で変更内容の情報共有を
  行った。
　（消防局警防課）
⑵　消防統計システムのオプショ
　ンとして、防火対象物や危険物
　施設等を管理するシステムを新
　規導入するため、予算について
　事業者と打ち合わせを実施する
　とともに、予算見積を依頼し、
　予算計画を作成した。
　　しかし、令和3年度予算には
  計上されず、同年度からは事業
  が実施できない。
　（消防局予防課)

　今後、統計の内容
変更にも対応が可能
であるが、入力され
た統計情報を業務に
活用するため、取り
扱い担当者の教育に
取り組む。
（消防局警防課）
　国から行政手続の
オンライン化につい
て、デジタルガバメ
ント実行計画が示さ
れ、申請・届出等の
オンライン化を進め
る上でも、消防統計
システムの導入が必
要であるため、令和3
年度6月補正予算に計
上する。
（消防局予防課)

Ｂ
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取組内容

目標
No 取組項目 取組実績 担当部署

自己
評価

改善・拡充策、
課題等

＜取組内容＞
　大規模災害時に、システム
の早期復旧や業務の継続を可
能とする体制を整備するた
め、ＩＣＴ部門の業務継続計
画（ＩＣＴ－ＢＣＰ）を策定
する。

＜目標＞
　大規模災害が発生しても、
最低限の業務を執行できる体
制を確保する。

＜取組内容＞
⑴　他の地方自治体でＩＣＴ
　を活用している事例を調
　査・研究する。
⑵　ＩＣＴを活用した事務事
　業について庁内で連携でき
　る体制を整備する。
⑶　情報格差の解消に留意し
　ながら、ＩＣＴの利活用を
　推進する。

＜目標＞
　ＩＣＴを活用した市民サー
ビスを推進する組織体制を整
備する。

27

ＩＣＴを
活用でき
る組織体
制の整備

Ｂ

Ａ

26

ＩＣＴ部
門の業務
継続計画
（ＩＣＴ
－ＢＣ
Ｐ）の策
定

　ＩＣＴ部門の業務継続計画（ＩＣ
Ｔ－ＢＣＰ）の骨子案の作成に向
け、必要な情報収集を行った。
　また、情報収集した資料の整理を
行い、計画の研究及び内容を検討し
た。

デジタル推進課
(情報推進課)

⑴　国や県のデジタルトランス
　フォーメーションの動向調査を
　定期的に実施するとともに、先
　進自治体でのデジタル化推進に
　関する取組事例の調査・研究を
　行った。
⑵　徳島市情報化推進委員会にお
　いて、各所属にデジタル担当職
　員（各所属長が選任）の設置に
　ついて明示し、設置に向けて要
　領（案）や報告書様式等の準備
　を行った。
⑶　情報格差について現状や課題
　の分析を行い、解消するための
　方策について研究を行った。

デジタル推進課
(情報推進課)

　他都市等の必要な
情報収集は行ってい
るが、本市の状況に
見合った参考になる
計画がないことか
ら、国のガイドライ
ン等に頼らず、本市
独自の計画策定が必
要である。

　今後の国の動向に
注視するとともに、
デジタルデバイド
（情報格差）対策に
も配慮しながら、取
組みを推進していく
必要がある。
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